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・ 卵

にあっては、
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代表取締役社長

と 1該 当する日には、 レ印を記入してください。特定事笑著以外で自主彦加される事業者の方は、 レ印の記入は不要です。

2「 基準年度」とは計画期FB9の前年度を、 「目標年度」とは計画期間の最終年度をいいます。

3「 事業所尊排出区分」とは、京都府内の事業所尊の事業活動のためのエネルギーの使用に伴い発生する配宮効果ガスを、 「輸送車両排出区分」
とは、自動車運送事業者については使用の本刻の位置を京都7tr内とする車両の排出する温宣効果ガスを、鉄道事業者については保有する貨物車
両又は旅客車両の排14する温宮効果ガスを、 「その他排出区分」とは、上記以外の京都府内における事業所等の事業活動に伴い発生する温室効
果ガスをいいます。

4「 特記事項Jに は、平成2年度 (1990年 度)を 基準とした排出量の対比やエネルギー原単位C02排 出重、省エネ製品開発など他者の温ヨ妨
果ガス排出削演への貫献、グリーン調達の採用、特定フロンなどの条例指定外の温室効果ガスの削減などを記入してください。

符足事業者の

主たる業種

溶接用 ワイヤ裂遣美

該当す る事実

者要件
″ 京都府地球温暖化対策条例施行規只U第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー便用事業者 (原油に換

算 して1.500キロリットル以上))

京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又
はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条 第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事
業者 (二酸化炭素に換算して31000トン以上))

拝

貯

計 画 期 間 平成  18年 4 月 平成 2 0年 3 月

基 本 方 針 各エネルギー消貿設備の効率稼働、製品裂道工程の簡略化、聖7E‐条件の見直 し、 lS014001シ ステ
ムを活用 した後戻 りの無い環境改善活動などにより、 2年 間で4%の 温室効果ガス排出量削減を目指す。

推 進 体 制 選任エネルギー管理者を委員長とし、各部者の推進貫仕者で儒成する省エネ推進委員会を持ち、月例で省
エネ推進会議を開催 している。

年度 ことの具

体的な取組及
び措置

年 度 備、対象、工程 ! 計 回 内 容

1 8～ 1 9 工場製造部門 効率的な生産設備の導入と路柄の拡大により、年Fg5約600トンのC02排出量を削減する。

18～ 1 9 工場製造部門 沈津工程での蒸気使用量を削減し、年間約80トンのC02排出量を削減する。

1 9 工場製造部門 送水ポンプをインバータ化し、年間約12トンのC02排出量を削接する。

18～ 1 9 工場製造部門 製品の一部の製造工程を簡略化することにより、年間約23けのC02排出量を削減する。

1 9 工場製造部門 高効率コンブレッサの導入により、年間約30しのC02排出登を削減する。

品室効果 ガス

の排出量等 排出区分
基準年度 (笑頂,

(17)年 度
(二酸化炭素換算 (t))

日保午皮 (rtf回,

(19)年 度
(二酸化炭素換算 (t))

自」J女宮合

(計画)
(%)

A事 業所等排出区分 20,772 t 19739          t 50%

B輸 送車両排出区分 t t %

Cそ の他排 出区分 t t %

排出合計 ,1                201772 t Ⅲ2              19.739 t 5 0 %

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画!

等 (二酸化炭妥換算 (t)

森林の保全及び整備 (整備面積)  1       0 ba く吸収畳) 0 0  t

府 肉産の本材の利用 く利用最)  1     0m。 (削減量) 00 t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

く売電還)   1       0k‖ h (削減ヨ) 00 t

(熱供給量) OG」 (首け顔量) 00 t

グ リー ン電力の購入 (購入畳)~ 1       0 1vh (潮抜畳) 00 t

削減量等合計 ■3               0 0  t

差 引排 出畳

(排出合計一削減等合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)
辛1                20 772 t (■21-(43)        19739 0  t -5 0  %

特 記 事 項 1 当 社では従来より省エネルギー化を進めている。CO坊F出量は2005年度実績が1990年比で38%の

減少、製品原単位に至っては367%の削減を達成 している。
2 当 社では2002年にIS014001を取得 しており、企業活動を行なう上での諸要因が環境に与える影響を

把握、その影響を継統的に低減 していくシステムを確立 している。
3 工 場全体で省エネルギー及び省資源活動に取り組んでおり、その一環として、各部署の代表から

なる 「省エネ推進委員会」を組織 している。同委員会では、エネルギー 資 源の種類 (電気, ガス

,水 道水など)や 、直接部門.間 接部門を問わず、積極的にテーマの発掘と実践を推進 している。
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